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●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2024年４月17日まで 

運 用 方 針 

｢女性活力日本株マザーファンド」（以下 

｢マザーファンド」といいます｡）受益証券

への投資を通じて、わが国の株式を実質的

な主要投資対象とし、信託財産の中長期的

な成長を目指して積極的な運用を行いま

す。 

主要運用対象 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

マザーファンドの受益証券

を主要投資対象とします。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

わが国の金融商品取引所に

上場されている株式を主要

投資対象とします。 

組 入 制 限 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

株式への実質投資割合に

は、制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

株式への投資割合には、制

限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

分 配 方 針 

毎決算時（原則として４月17日、10月17

日。休業日の場合は翌営業日）に、基準価

額水準等を勘案して委託会社が決定しま

す。ただし、分配対象額が少額の場合には

分配を行わないことがあります。 

 

 

 

女性活力日本株ファンド 
 

追加型投信／国内／株式 

 

運用報告書（全体版) 
 

 
第５期(決算日：2016年10月17日) 

 

 

受益者のみなさまへ 

平素は、格別のお引立てにあずかり厚く御礼申し上

げます。 

さて、「女性活力日本株ファンド」は、2016年10月17

日に第５期決算を行いました。ここに、期中の運用状

況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。 

 

ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 

丸の内トラストタワー本館 

＜運用報告書に関するお問い合わせ先＞ 

ドキュメンテーション部 

電話番号：03-6756-4600（代表) 

受付時間：営業日の9：00～17：00 

ホームページ  http://www.bnymellonam.jp/ 
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○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2014年６月６日 10,000 － － 1,232.75 － － － 133 

１期(2014年10月17日) 9,598 0 △ 4.0 1,177.22 △ 4.5 94.9 － 1,534 

２期(2015年４月17日) 11,142 2,000 36.9 1,588.69 35.0 94.7 － 1,321 

３期(2015年10月19日) 11,189 0 0.4 1,494.75 △ 5.9 97.4 － 2,714 

４期(2016年４月18日) 10,423 0 △ 6.8 1,320.15 △11.7 98.7 － 3,207 

５期(2016年10月17日) 10,831 0 3.9 1,352.56 2.5 98.9 － 2,766 
 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2016年４月18日 10,423 － 1,320.15 － 98.7 － 

４月末 10,450 0.3 1,340.55 1.5 98.8 － 

５月末 11,086 6.4 1,379.80 4.5 99.2 － 

６月末 10,220 △1.9 1,245.82 △5.6 99.9 － 

７月末 10,767 3.3 1,322.74 0.2 100.3 － 

８月末 10,385 △0.4 1,329.54 0.7 100.2 － 

９月末 10,660 2.3 1,322.78 0.2 99.6 － 

(期  末)       

2016年10月17日 10,831 3.9 1,352.56 2.5 98.9 － 
 
（注）騰落率は期首比です。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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■基準価額の推移 
当期の基準価額は、期初10,423円で始まり、期末

には10,831円となりました。その結果、期中騰落率

は3.9％の上昇となりました。 

一方で、参考指数である東証株価指数（TOPIX）の

期中騰落率は2.5％となりました。 

 

■基準価額の主な変動要因 
(上昇要因) 

・堅調な米国経済 

・長期金利の底打ち・反転 

・安倍内閣による改革への期待 

・財政出動による景気対策の可能性 

・欧州中央銀行（ECB）や日銀による追加緩和への期待 

・原油価格を中心とする資源価格の上昇と、それに伴う新興国経済の回復期待 

 

(下落要因) 

・円高の進行 

・世界経済の成長率鈍化 

・米国大統領選挙の不透明感 

・米国の利上げの可能性 

・中国経済の成長率鈍化及び中国元安 

 

■市場概況 
当期の国内株式市場は、６月末の英国の国民投票におけるEU離脱決定を受けて大幅下落となったものの、

その後は緩やかな回復傾向を辿り、TOPIXの期中騰落率は2.5％となりました。 

４月14日夜に熊本県で発生した地震による株式市場への影響は限定的だったものの、28日には日銀の金融

政策の現状維持に対する失望から円高が進行し、株式市場は急落しました。５月に入ると、円高進行が一服

し、株式市場も上昇基調へ転じました。商品市況の改善や１月～３月期GDPが市場予想を上回ったことなども

下支えとなりました。６月１日に消費税増税の延期が発表されたものの、具体的な景気対策の発表がなかっ

たことから、６月は下落して始まり、その後も５月の米国雇用統計が市場予想を下回ったことや、日銀金融

政策決定会合で追加緩和が実施されなかったことから、下落傾向が続きました。英国の国民投票でEU離脱派

の勝利が濃厚となると国内株式市場も急落し、日経平均株価は前日比1,286円安と16年ぶりの下落幅を記録、

一時１米ドル＝99円付近、１ユーロ＝109円付近まで円も急騰しました。 

７月は米国雇用統計が市場予想を上回り景気減速懸念が後退したことや、参議院選挙で与党が大勝したこ

とから大規模な経済対策に対する期待が高まったことにより、国内株式市場は反発しました。８月上旬は円

高が進行したことにより、外需関連株を中心に幅広いセクターにおいて下落傾向となりましたが、中旬以降

は堅調な米国雇用統計や英国中央銀行の利下げ・量的緩和を受けて為替が円安基調に転換し、国内株式市場

も切り返しました。９月21日に日銀が金融政策決定会合において長短金利を誘導目標とする新たな金融政策
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の枠組みの導入を発表すると、長期金利が上昇、為替も円安になり、国内株式市場は半日で３％近く上昇し

ました。マイナス金利の深掘りが避けられ、金融機関の経営にも配慮が示されたことから金融株が上昇し、

円安が進行したことから外需関連株も買われました。10月に入ると堅調な米国マクロ経済指標を受けて12月

の米国の利上げ観測が高まり、緩やかに円安が進行したうえ、原油価格を中心に資源価格も回復基調を辿っ

たことから、投資家のセンチメントがやや改善し、国内株式市場も緩やかな上昇基調が続きました。 

 

■運用概況 
当ファンドは、「女性活力日本株マザーファンド」受益証券を投資対象として運用を行いました。株式の実

質組入比率は概ね高位を保ちました。以下は当該マザーファンドの運用の概要です。 

 

業種別配分については、当期間を通じてサービス、小売り、建設等の内需関連セクターが構成比率の上位

を占めました。 

期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は43銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向を鑑み、組み入れ比率の調整も適宜行いました。 

 

■収益分配 
当期の収益分配については、基準価額の水準等を勘案し、見送りとさせていただきました。分配に充てな

かった収益につきましては、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 
○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第５期 

2016年４月19日～ 
2016年10月17日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 830  
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 
■今後の運用方針 

当ファンドでは、引き続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる 

｢女性の活躍」をテーマに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長

を目指します。 
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○１万口当たりの費用明細 (2016年４月19日～2016年10月17日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 76  0.719  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (40)  (0.377)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (34)  (0.323)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 2)  (0.019)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.057   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 6)  (0.057)   

（c） そ の 他 費 用 4   0.034   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 1)  (0.013)  監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ 印  刷 ） ( 2)  (0.021)  目論見書・運用報告書等の印刷・交付等に係る費用 

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.000)  金融商品取引に要する諸費用 

 合 計 86   0.810    

期中の平均基準価額は、10,594円です。  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。 
（注）消費税は報告日の税率を採用しています。 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 
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○売買及び取引の状況 (2016年４月19日～2016年10月17日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
女性活力日本株マザーファンド 68,611 88,309 514,037 663,623 
 
（注）単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2016年４月19日～2016年10月17日) 

 

項 目 
当 期 

女性活力日本株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 1,837,804千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,991,719千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.61   
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年４月19日～2016年10月17日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2016年10月17日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

女性活力日本株マザーファンド 2,527,757 2,082,331 2,764,086 
 
（注）口数・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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○投資信託財産の構成 (2016年10月17日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

女性活力日本株マザーファンド 2,764,086 98.5 

コール・ローン等、その他 42,989 1.5 

投資信託財産総額 2,807,075 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年10月17日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 2,807,075,274   

 コール・ローン等 511,546   

 女性活力日本株マザーファンド(評価額) 2,764,086,849   

 未収入金 42,476,879   

(B) 負債 40,577,825   

 未払解約金 18,096,065   

 未払信託報酬 21,458,785   

 その他未払費用 1,022,975   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,766,497,449   

 元本 2,554,353,896   

 次期繰越損益金 212,143,553   

(D) 受益権総口数 2,554,353,896口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,831円 
 
（注）当ファンドの期首元本額は3,077,394,637円、期中追加設定

元本額は148,555,800円、期中一部解約元本額は671,596,541
円です。 

（注）期末の１口当たり純資産額は1.0831円です。 
 

○損益の状況 (2016年４月19日～2016年10月17日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 124,526,547   

 売買益 139,937,623   

 売買損 △ 15,411,076   

(B) 信託報酬等 △ 22,482,753   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 102,043,794   

(D) 前期繰越損益金 △184,182,670   

(E) 追加信託差損益金 294,282,429   

 (配当等相当額) (   90,627,201)  

 (売買損益相当額) (  203,655,228)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 212,143,553   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 212,143,553   

 追加信託差損益金 294,282,429   

 (配当等相当額) (   91,044,205)  

 (売買損益相当額) (  203,238,224)  

 分配準備積立金 58,251,158   

 繰越損益金 △140,390,034   
 
（注）損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費

税等相当額を含めて表示しています。 
（注）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）計算期間末における費用控除後の配当等収益（20,336,235
円）、費用控除後の有価証券売買等損益額（0円）、信託約款
に規定する収益調整金（153,892,395円）および分配準備積
立金（37,914,923円）より分配対象収益は212,143,553円
（１万口当たり830円）ですが、当期に分配した金額はあり
ません。 

 
 

○分配金のお知らせ  

 

 当期の分配金はございません。 
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○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2016年10月17日現在) 

＜女性活力日本株マザーファンド＞ 
 下記は、女性活力日本株マザーファンド全体(2,082,331千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（9.4％）    

清水建設 96 86 75,766 

五洋建設 193.1 172.8 103,852 

住友林業 63.8 56.8 76,509 

食料品（2.8％）    

寿スピリッツ 20.7 － － 

カルビー 17 － － 

Ｓ Ｆｏｏｄｓ － 16.6 45,367 

フジッコ － 13.7 31,016 

化学（3.6％）    

ポーラ・オルビスホールディングス 11.4 11 97,900 

デクセリアルズ 30.6 － － 

ユニ・チャーム 31.8 － － 

ゴム製品（1.9％）    

ニチリン － 32.9 52,475 

ガラス・土石製品（3.5％）    

ニチアス 126 99 95,238 

金属製品（2.4％）    

リンナイ 7.8 6.8 64,668 

機械（8.8％）    

ディスコ 8 6.9 84,387 

ダイキン工業 10.9 10.5 100,768 

三菱重工業 162 128 56,448 

電気機器（9.8％）    

日立製作所 105 81 42,371 

日本電産 10.8 10.3 99,446 

ヤーマン － 17.1 56,430 

富士通 134 124 71,027 

輸送用機器（8.4％）    

デンソー 13.8 － － 

日産自動車 63.7 73.5 73,220 

マツダ － 36.5 60,170 

富士重工業 24 24.4 97,234 

その他製品（－％）    

三菱鉛筆 9 － － 

電気・ガス業（1.9％）    

中部電力 42.7 35.4 51,347 

陸運業（2.4％）    

京王電鉄 86 76 64,752 

情報・通信業（7.3％）    

日本電信電話 － 22.2 104,428 

光通信 5.8 － －  

 
銘 柄 

期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ＳＣＳＫ 24 23.6 94,400 

ソフトバンクグループ 12.8 － － 

卸売業（0.8％）    

ＩＤＯＭ 46.7 46 23,276 

小売業（11.8％）    

セリア 5.5 － － 

ジェイアイエヌ － 9.7 49,567 

ビックカメラ 57.4 － － 

ツルハホールディングス 6.7 6.6 76,098 

良品計画 4.3 4.4 98,340 

ピーシーデポコーポレーション 77 65.52 32,432 

日本瓦斯 27.4 20.8 67,288 

銀行業（5.1％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 109.6 109.5 56,107 

三井住友フィナンシャルグループ 14.3 16.1 54,740 

七十七銀行 100 69 29,463 

証券、商品先物取引業（0.9％）    

東海東京フィナンシャル・ホールディングス 41.5 46.6 23,579 

保険業（1.9％）    

第一生命ホールディングス 42.3 35.3 51,520 

その他金融業（2.1％）    

オリックス 45.4 40.1 58,586 

不動産業（3.2％）    

スター・マイカ 32.3 27.8 47,315 

レオパレス２１ 87.5 62.4 40,747 

サービス業（12.0％）    

テンプホールディングス 34.2 21.9 38,193 

綜合警備保障 9.9 8.4 44,520 

オリエンタルランド 9.5 － － 

東京個別指導学院 93.6 83.4 44,952 

サイバーエージェント 17 17.9 54,237 

リクルートホールディングス 15.7 20.4 85,680 

イオンディライト 22.1 19.3 59,347 

合 計 
株 数 ・ 金 額 2,210 1,896 2,735,218 

銘柄数＜比率＞ 47 43 ＜99.0％＞ 
 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、このファンドが組み入れている親投資

信託の純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
 

 

国内株式 
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女性活力日本株マザーファンド 

第２期（2016年４月18日決算）〔計算期間：2015年４月18日～2016年４月18日〕 

 

法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの直前の計算期間にかかる運用状況をご報告申し上げ

ます。 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 親投資信託 

信託期間 無期限 

運用方針 
この投資信託は、信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を
行います。 

主要運用対象 
わが国の金融商品取引所に上場されている株式を主要投資対象としま
す。 

組入制限 
株式への投資割合には、制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

 
期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2014年６月６日 10,000 － － － － － 133 

１期(2015年４月17日) 13,328 33.3 1,588.69 28.9 96.5 － 1,296 

２期(2016年４月18日) 12,680 △ 4.9 1,320.15 △16.9 98.8 － 3,205 
 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）設定日の基準価額は、設定時の価額です。 
（注）設定日の純資産は、設定元本を表示しております。 
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○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2015年４月17日 13,328 － 1,588.69 － 96.5 － 

４月末 13,287 △ 0.3 1,592.79 0.3 95.4 － 

５月末 13,980 4.9 1,673.65 5.3 95.1 － 

６月末 14,190 6.5 1,630.40 2.6 96.7 － 

７月末 14,712 10.4 1,659.52 4.5 96.9 － 

８月末 13,811 3.6 1,537.05 △ 3.3 95.0 － 

９月末 13,078 △ 1.9 1,411.16 △11.2 95.8 － 

10月末 13,852 3.9 1,558.20 △ 1.9 95.9 － 

11月末 14,345 7.6 1,580.25 △ 0.5 97.1 － 

12月末 14,004 5.1 1,547.30 △ 2.6 96.1 － 

2016年１月末 13,376 0.4 1,432.07 △ 9.9 97.9 － 

２月末 12,053 △ 9.6 1,297.85 △18.3 98.5 － 

３月末 12,952 △ 2.8 1,347.20 △15.2 98.8 － 

(期  末)       

2016年４月18日 12,680 △ 4.9 1,320.15 △16.9 98.8 － 
 
（注）騰落率は期首比です。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

■市場概況 
当期間中の日本株式市場は、原油安と円高の進行と共に下落基調が続き、ＴＯＰＩＸの騰落率は△16.9％

となりました。 

 

国内株式市場は国内景気の回復や日本企業による株主還元拡大への期待から堅調に推移し、４月22日に日

経平均株価は約15年ぶりに終値で２万円を回復しました。その後も良好な海外マクロ経済指標や中国の追加

利下げを好感し、年初来高値の更新が続きました。６月24日に日経平均株価は18年半ぶりの高値まで上昇し

ましたが、直後にギリシャの債務不履行の可能性が高まり国内株式市場も急落しました。７月中旬に国内企

業の決算発表が始まると業績への期待感から反発し、ギリシャのユーロ離脱やデフォルト懸念が遠のいたこ

とも支援材料となり強含みで推移しました。８月も堅調に始まったものの、11日から中国が３日連続で人民

元を切り下げたことで中国景気減速懸念が強まり、国内株式市場も急落しました。その後も中国上海株式市

場の急落とともに投資家のリスク回避の動きが優勢となり、円高と世界同時株安が進みました。９月に入っ

ても中国マクロ経済指標の下ぶれによりアジア市場が全面安となったことや、米ＦＯＭＣの利上げ見送りに

よって、却って不透明感が高まる結果となり、国内株式市場の一段の下落へとつながりました。その後は米

株高や米国早期利上げ観測の後退、ＴＰＰ交渉の進展を背景に国内株式市場も上昇に転じ、欧州中央銀行 

(ＥＣＢ）による追加金融緩和期待も加わり、10月末に日経平均は19,000円を回復しました。11月も米国景気

指標の好転や中国景気指標の下げ止まり、国内における景気対策期待などを背景に上昇が継続しましたが、

12月３日のＥＣＢによる追加金融緩和策が事前予想を下回る内容であったことを受け世界株価が調整、円高

ドル安及び原油安が進み、国内株式市場は３か月ぶりに下落しました。１月も年初から中国株式市場の急落、
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急激な人民元安の進行、原油安、中東における地政学リスクの高まり等により、日経平均株価は戦後初、大

発会から６日続落となりました。その後も国内機械受注統計の下振れやＩＭＦによる世界成長率予想下方修

正等を背景に下落基調が続きましたが、１月下旬のＥＣＢによる金融緩和、日銀のマイナス金利政策の導入

がサプライズとなり、国内株式市場は反発に転じました。しかし、金融緩和の効果は長くは続かず、欧州に

おける信用不安の広がりや原油価格の低迷、110円台までの円高ドル安進行等を受けて大幅に調整し、２月12

日に日経平均株価は15,000円を割り込みました。その後は中国の追加金融緩和や米経済指標の改善、原油価

格の反転に伴い上昇に転じました。４月は再び円高ドル安、原油安が進み急落して始まりましたが、その後

為替と原油相場の反転と共に外需株、資源関連株、金融株等中心に買い戻しが入り、国内株式市場は上昇し

ました。 

 

■基準価額の推移と主な変動要因 
 
  当期の基準価額は、期末には12,680円となりまし

た。その結果、期中騰落率は△4.9％となりました｡ 

一方で、参考指数である東証株価指数（ＴＯＰＩ

Ｘ）の期中騰落率は△16.9％となりました。 

 

(上昇要因） 

・堅調な米国経済 

・安倍内閣による改革への期待 

・財政出動による景気対策の可能性 

・ＥＣＢや日銀による追加金融緩和への期待 

 

(下落要因） 

・円高ドル安の進行 

・国内景気の停滞 

・世界経済の成長率鈍化 

・中国経済の成長鈍化及び中国元安 

・原油価格の下落と、それに伴う新興国経済の不透

明感台頭 

 
（注）ＴＯＰＩＸは、期初の基準価額に合わせて指数化しておりま

す。 

 

 

■運用概況 
業種別配分については、期を通じてサービス、小売、建設等の内需関連セクターが構成比率の上位を占め

ました。 

期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は47銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向を鑑み、組入比率の調整を適宜行いました。 

 

■今後の運用方針 
当ファンドでは、引続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる「女

性の活躍」をテーマに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長を

目指します。 
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○１万口当たりの費用明細 (2015年４月18日～2016年４月18日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 売 買 委 託 手 数 料 19  0.137  (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (19)  (0.137)   

 合 計 19   0.137    

期中の平均基準価額は、13,636円です。  

 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2015年４月18日～2016年４月18日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円  千株  千円 
上場 1,693 2,781,710  300  591,537 
 (   41) (       －)  

 
（注）金額は受け渡し代金。 
（注）単位未満は切り捨て。 
（注）( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2015年４月18日～2016年４月18日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 3,373,248千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,547,902千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.32   
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

株式 
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○利害関係人との取引状況等 (2015年４月18日～2016年４月18日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2016年４月18日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（8.7％）    

清水建設 39 96 96,864 

五洋建設 90.5 193.1 96,550 

住友林業 25.9 63.8 82,748 

食料品（3.7％）    

寿スピリッツ 10.5 20.7 45,022 

カルビー 6.4 17 70,465 

わらべや日洋 5.7 － － 

化学（6.8％）    

アイカ工業 13.1 － － 

ポーラ・オルビスホールディングス 5.7 11.4 103,740 

デクセリアルズ － 30.6 30,875 

ユニ・チャーム 10.4 31.8 79,261 

ガラス・土石製品（2.8％）    

ニチアス － 126 89,208 

金属製品（2.4％）    

リンナイ 3.1 7.8 77,298 

機械（7.5％）    

ディスコ 2.7 8 76,480 

ダイキン工業 － 10.9 93,391 

三菱重工業 － 162 66,160 

ＩＨＩ 51 － － 

電気機器（5.7％）    

日立製作所 39 105 52,678 

日本電産 3.1 10.8 76,582 

オムロン 4.5 － － 

富士通 39 134 52,313 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

輸送用機器（6.5％）    

デンソー 2.6 13.8 56,428 

日産自動車 31.2 63.7 63,101 

富士重工業 － 24 84,504 

その他製品（1.4％）    

三菱鉛筆 8.4 9 45,450 

電気・ガス業（2.0％）    

中部電力 － 42.7 62,406 

陸運業（2.7％）    

京王電鉄 33 86 85,570 

情報・通信業（7.0％）    

光通信 4.6 5.8 47,096 

ＳＣＳＫ 12.5 24 100,440 

ソフトバンクグループ 4.1 12.8 73,715 

卸売業（1.7％）    

ガリバーインターナショナル 32.3 46.7 54,358 

小売業（13.7％）    

パル 7.8 － － 

セリア 7.9 5.5 36,795 

ジェイアイエヌ 5.6 － － 

ビックカメラ － 57.4 63,714 

トーエル 32.8 － － 

ツルハホールディングス 2.9 6.7 72,561 

良品計画 1.8 4.3 107,887 

ピーシーデポコーポレーション － 77 84,546 

日本瓦斯 － 27.4 68,253 

銀行業（4.5％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 45.9 109.6 55,983 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

三井住友フィナンシャルグループ － 14.3 48,477 

七十七銀行 51 100 38,400 

証券、商品先物取引業（0.7％）    

東海東京フィナンシャル・ホールディングス 25.5 41.5 23,489 

保険業（1.7％）    

第一生命保険 18.8 42.3 54,863 

その他金融業（2.2％）    

オリックス 18 45.4 70,642 

不動産業（3.5％）    

スター・マイカ 13.9 32.3 53,714 

レオパレス２１ 23 87.5 56,962 

サービス業（14.8％）    

テンプホールディングス 9 34.2 54,720 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

綜合警備保障 7.8 9.9 61,380 

オリエンタルランド 2 9.5 72,200 

東京個別指導学院 9 93.6 67,672 

サイバーエージェント － 17 90,270 

楽天 14.3 － － 

リクルートホールディングス － 15.7 51,574 

イオンディライト － 22.1 69,173 

合 計 
株 数 ・ 金 額 775 2,210 3,165,988 

銘柄数＜比率＞ 42 47 ＜98.8％＞ 
 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2016年４月18日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 3,165,988 98.0 

コール・ローン等、その他 65,316 2.0 

投資信託財産総額 3,231,304 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年４月18日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 3,231,304,283   

 コール・ローン等 13,074,432   

 株式(評価額) 3,165,988,650   

 未収入金 23,695,151   

 未収配当金 28,546,050   

(B) 負債 26,161,155   

 未払解約金 26,161,155   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,205,143,128   

 元本 2,527,757,642   

 次期繰越損益金 677,385,486   

(D) 受益権総口数 2,527,757,642口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,680円 
 
（注）当親ファンドの期首元本額は973,014,928円、期中追加設定

元 本 額 は 1,776,818,023 円 、 期 中 一 部 解 約 元 本 額 は
222,075,309円です。 

（注）当親ファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、
女性活力日本株ファンド 2,527,757,642円です。 

（注）１口当たり純資産額は1.2680円です。 
 

○損益の状況 (2015年４月18日～2016年４月18日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 48,432,983   

 受取配当金 48,412,535   

 受取利息 9,765   

 その他収益金 10,683   

(B) 有価証券売買損益 △275,736,885   

 売買益 258,346,986   

 売買損 △534,083,871   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) △227,303,902   

(D) 前期繰越損益金 323,843,219   

(E) 追加信託差損益金 662,166,771   

(F) 解約差損益金 △ 81,320,602   

(G) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 677,385,486   

 次期繰越損益金(Ｇ) 677,385,486   
 
（注）損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の
際、元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

 
 

 

 


